
Kekkaku Vol. 60, No.12 617

原 著

入院初回治療肺結核患者の1力 年間の追跡調査

― 国療化研第23次 研究報告―

国立療養所化学療法共同研究会

(会長:島 村 喜 久 治)

長 澤 誠 司 ・ 浦 上 栄 一

国立療養所東京病院

受付 昭和60年8月7日

ONE YEAR'S FOLLOW UP OF ORIGINALLY TREATED

IN—PATIENTS OF PULMONARY TUBERCULOSIS

•\ Report of the 23rd Series of CSUCT•\

Cooperative Study Unit of Chemotherapy of Tuberculosis (CSUCT) of the National Sanatoria in

Japan*

(Chairman: Kikuji SHIMAMURA)

Seiji NAGASAWA, Eiichi URAGAMI

(Received for publication August 7, 1985)

CSUCT carried out one year's follow up of the originally treated cases,1541 in num

ber, admitted to 54 national sanatoria in 1980 and the results were compared with those 

of the same study in 1970.

The background factors of patients at the time of admission were nearly the same 

as those of the last study, but proportion of old age group and of patients with com

plications were increased significantly.

The standard regimen of chemotherapy at the time of the previous study was SM, 

INH plus PAS and now it was changed to INH•ERFP plus SM or EB. Although nega

tive conversion of tubercle bacilli become rapid and sure, duration of chemotherapy was 

still longer than the standard duration which was recommended by the Japanese Society 

for Tuberculosis in 1980.

The patients of discharged after improvement were increased and the patients of 

stayed in sanatoria were decreased, but period of hospitalization was seemed to be unnec

essaril y long.

The dead patients were increased and of 72% died from illness other than tuberculosis.
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of hospitalization, Duration of chemotherapy
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研究 目的 と計画

国療化研 は昭和45年 に初回治療で入院 した肺結核患者

の2力 年間の追跡調査を行 なったが1),そ の後RFPの

登場 によって肺結核 の治療 は大 き く転換 し,昭 和55年4

月 には日本結核病学会治療専門委員会か ら化学療法 に関

す る見解2)(見 解)が 発表 され たので,国 療化研で は前

回か ら10年 を経た昭和55年 に,初 回治療入院例の2回 目

の実態調査 を行な い,前 回 との比較を計画 した。

昭和55年7月1日 か ら同年12月31日 の6カ 月間 に入院

した初回治療肺結核患者全例を対象 と し,入 院か ら1力

年間 にわた り在院中の治療.経 過,退 院の状況を調査 し

た。観察期間は前回は2力 年であ ったが,RFP後 在院

期間が短縮 したので今回 は1力 年 と し,退 院者,外 科療

法を うけた例は.前 回 と同様 にその時点で調査終了 と し

た。菌検査は毎月,X線 検査は3カ 月 ごとに行なった。調

査事項の詳細は省略す るが,前 回 と同一 に した。

研究参加施設 と症例数

54施 設か ら寄せ られた1,581例 の うち研 究 に 不 適切な

40例 を除外 した1,541例 を 対 象 に した。前回は70施 設,

症例募集期間3カ 月で848例 で あ った。1施 設か らの症

例数は1～152例 で,参 加 施 設 と地区別症 例数 は次のご

とくであ った。

北海道:47例(3%)北 海道第 一,札 幌南,美 幌,

名寄

東 北:57例(4%)盛 岡,釜 石,宮 城,山 形

関東・信越:603例(39%)晴 嵐,東 栃木,宇 都宮,西

群 馬,東 埼玉,千 葉東,松 戸,東 京,村 山,神 奈川,南

横 浜,新 潟,西 新潟,村 松,東 松本

東海・北陸:80例(5%)金 沢若松,岐 阜,高 山,中

部,豊 橋東,明 星

近 畿:321例(21%)南 京都,宇 多野,近 畿 中央,

刀根山,兵 庫中央,青 野原,西 奈良

中国 ・四国:274例(18%)松 江,南 岡山,津 山,広

島,畑 賀,山 陽,徳 島,高 松,愛 媛,東 高知

九 州:159例(10%)福 岡東,南 福岡,大 牟 田,熊

本南,西 別府,宮 崎,阿 久根,志 布志

調 査 結 果

I.　入院時の症例構成

少数の不検例 は省略 して入院時 の症例構成 を表1に 示

した。表1以 外で多 い合併症 は高血圧29例(1.9%),骨

関節障害27例(1.8%),が ん26例(1.7%),消 化管障

害23例(1.5%),心 疾患20例(1.3%),脳 血管障害12

例(0.8%)な どであ った。

各年齢層 の中に占める高度進展例 は61歳 以上32%>41

～60歳26%>>40歳 以下16% ,有 合併症率 は同順 で41%>>

表1　 入院時の症例構成

>:Pく0.05,>>:P<0.001。 少数 の不 明 ・不検例

は省略 した。

28%>>9%と,い ずれ も高齢にな るほ ど高率であ った。

糖尿病 については 同順で9,9%,12%>>1.3%で あ った。

職業別で は無職の男性が全体の15%,無 職の女性19%,

自営業23%,サ ラリーマ ン(公 務員,会 社員)39%で,

各 々の中に占める高度進展 は同順で41%>>26%,25%>

18%と 無職の男性には重症例が高 率で あ り,無 職の男性

の70%は61歳 以上(61歳 以上全例 の33%)で あ った。

地区間 に病状の大 きな偏 りはなか ったが,北 海道 には

高度進展がやや多 く,61歳 以上 は東海 ・北陸,中 国 ・四

国>そ の他の地 区で あった。

(記号>:P<0,05,>>:P<0.001,以 下同 じ)

小括:前 回 に比較 し受診発見が多い。病型分類,菌 と

空洞,%肺 活量 など病状 はよ く似 ていたが高齢化が著明

で,そ れに伴 って合併症 を もった例 が増加 した。

II.　治 療
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表2　 初回化学療法の標準方式

(日本結核病学会治療専門委員会1980)

(1)　化学療法

1.　開始時の化学療法方式

見解2)が 示 した標準方式は表2で あ る。 見解の化療適

応群 に分けて開始時方式 の使用頻度 を表3に した。塗 抹

(+)または空洞(+)例の93%,塗 抹(-)且 空洞(-)の7.6%

が見解通 りの方式であ った。

開始時の化療 方式の決定は主治医によ るもの91%,協

同研究41例2.7%,予 防法診査会5例0,3%,不 明6%

で,HRZ(INH・RFP・PZA)6例 は全例協 同

研究。HRSE(INH・RFP・SM・EB)74例 は

全例主治医で対象例 には比較的重症例が多 く,23施 設 中

の1施 設で は93例 中の27例(29%)がHRSEで あった。

RFPを 含まない方式67例 中62例 は主治医であ り,予 防

法診査会 が1例 あ った。この方式 には肝硬変4例,人 院後

表3　 開始時の化学療法方式

早期 に心不全で死亡 した3例 などがあり,入院時塗抹(-)か

つ空洞 の が36例 で あった。施設数 は各地区 にわ たる27施

設で,20例 中5例 の1施 設 があった。HREはHRSを

引継 ぐ方式 と して多用 されていた。

2.　副作用に よるRFP中 止例

RFP使 用1,472例 の うち在院期間中に限 っての成績で

は,副 作 用のためにRFPを 中止 し再使用を試み なか っ

た症例 は101例(6.9%)で あ った。RFP中 止例の72%

は3カ 月以 内に,20%が4～6カ 月の間に中止 し,中 止

理 由は肝障害31例(う ち黄疸4例),ア レル ギー29例,胃

腸障害27例,血 球減少5例 などで あった。

3.　化学療法 またはRFP終 了例

退院後 も経過 を追跡で きた例 が少 な くなか った。12カ

月在院例 を含 めて入院か ら1年 間 に副作用 のためにRF

Pま たはINHを 中止 しなか った-HRを 含んだ治療 を

続 けていた-1,048例(68%)に つ いて,そ の間 に化 学

療法 をすべ て終了 した例 また はRFPを 終了 した例 を表

4と して まとめた。見解の標準方式の期間 に達す る以前

に終 了 した例 もあ るが,期 間以 上 の例 が化 療 終 了 に 関 し

て は90%,RFP終 了 で は68%で あ った。 地 区 別 で は化

療 ま た はRFPの 終 了 率 は北 海 道7%,東 北11%,関 東

・信 越34% ,東 海 ・北 陸38%,近 畿22%,中 国 ・四 国26

%,九 州35%で あ った 。

4.　 初 回 耐 性 と培 養 陰 性 化 率

SM, INH, PAS, RFP, EBの 初 回 耐 性 は 被

検883例 の うち96例(10.9%)で あ り,そ の う ち1次 薬

は90例(10,2%)で 前 回 の19%よ り低 率 で あ った 。 薬 剤

別 で はSM56(6.3),INH(1mcg/ml)完 全40,

(4.5), PAS23 (2.6), RFP7 (0.8), EB (5mcg

/ml完 全)6(0.7)で あ った 。

在 院 時 の 培 養 陰 性 化 率 を 表5に 示 し,前 回 と比 較 した 。

初 回1次 薬 感 性 例 に は耐 性 不 検 例 も含 ま れ て い る。 感 性

例,耐 性例 と も前 回 よ り陰 性 化 の 速度 が 速 か った が,耐

性例 は感 性 例 よ りや や遅 く,こ とにINH耐 性例 は遅 か

った。3カ 月以 後 は 脱 落 率 に差 が で きた 。7～9カ 月 の

間 に1回 で も培 養 陽性 の例 は15例,10～12ヵ 月 の 間9例,
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表4　 化学療法 またはRFP終 了例

表5　 培 養 陰 性 化 率

カッコ内は昭45年 調査

表6　 全 例 の 転 帰

カ ッコ 内 は 昭45年 調 査(対 象848例)。>:P<0.05,>>:P<0.001

7～12カ 月 の 間17例 で あ り,10～12カ 月 の 間 に 陽性 の9

例 に は61歳 以 上4例,I型0,INH耐 性3例,RFP

な しの方 式1例(5カ 月 目 か らRFP使 用),RFP中 止

1例,糖 尿 病 合 併2例 が あ った 。

(2)　外 科 療 法

外 科 療 法 は5施 設 の6例 で あ っ た(表6)。 肺 が ん,

肺 がんの疑 い,気 管 支狭窄,化 療 の見込みな し,RFP

の使用困難,理 由不明の各1例 ずつであ る。

小括:95%がHRを 含んだ方式で治療が始め られHR

Sが70%で あ った。培養陰性化 は早い。RFPの 使用期

間 は68%が 見解 に示 され た期間以上で あった。化療失敗

例 が全例の0。6%,入 院時培養陽性例 の0,9%に み られ
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た。1次 薬の 初回耐性 は前回 よ り減少 し,昭 和52年 の療

研 の調査3)に 比べINHは 同率で あるが,SM,RFP,

EB,PASは 低率で あった。

III.　転 帰

1.　全例 の転帰

全例の12カ 月後 までの転帰 を表6に 示 し,前回 と比較 し

た。軽快退院 に基準 は設 けなか った。前回 に比べて軽快

退院 が早 く在院期間 が著 しく短縮 した。手術例 は減少 し,

死亡例 が増加 した。

2.　各転帰例間の 入院時症例構成 の比較

希望 ・事故 ・転院 ・退院区分不 明をま とめて他退院 と

し入院時の性別,年 齢61歳 以上,高 度進展,菌(+),肺 活

量40%以 下,合 併症 につ いて,各 転帰例 中に占める割合

を比較す ると,性 別 には差 はないが他の項 目につ いて は

大体軽快退院 が最 も低率で,他 退院,在 院,死 亡 と順次

高率 にな り,61歳 以上,菌(+),肺 活量40%以 下が在院 は

他退院,軽 快退院 よ り著明 に高率で あった。

3.　在院例,軽 快退院例の菌 と空洞

在 院例の12カ 月後 と軽快退院例の退院時の菌 と空洞 を

表7に し,前回 と比較 した。菌(+)とは3カ 月間に1回 で も

塗抹 または培養陽性で あった例で あ る。軽快退院例の期

間別の%の 和 が表の左の%よ り少 ないのは,期 間別 には

3カ 月未満退院例が含 まれ てこないか らで ある。在院,

軽快退院 ともに菌(+)が少なく菌(-)・空洞(-)が多い ことは

前 回と変 りないが,前 回に比べて軽快退院での菌(-)・空洞

(+)の増加,菌(-)・ 空洞(-)の減少 が著明で 退院までの菌(-)

持続期 間 も前回よ り短縮 した。菌(+)の軽快退院 は早期退

院例 であった。

4.　入院時菌(-)且つ空洞(-)例

入院時菌(-)・空洞(-)336例 は検診発見が35%と 平均 よ

り多 く,サ ラリーマ ンに高率で あ った。転帰 は在院8.5%,

軽快退院77%,そ の他の退院12%,死 亡2。7%で あ り,在

院の半数 は肺結核のための在院 とな ってい た。

5.　各転帰 例の検討

表7　 在院例,軽 快退院例 の菌 と空洞

(カ ッコ内は昭45年 調査)

在院例 と軽快退院例の菌 と空洞 について は前述 した。

(a)　在院331例:在 院率 は入院時に高年齢 なほど(61

歳以上32%>>41～60歳23%>>40歳 以 下12%),病 状 の 重

いほど(高38%>>中19%>>軽9%)高 く,こ れ は前回 と

同 じ傾 向で あった。地区別で は関東信越17%,東 海 ・北陸

24%,近 畿21%,四 国 ・中国22%に は差がないが,関 東 ・信

越<九 州25%,関 東 ・信越<<東 北37%北 海道45%で あり,

職種で は無職の男性34%>自 営24%>>サ ラ リーマ ン14%

であ った。

(b)　軽快退院902例:在 院例 とは逆に入院時年 齢 の 若

いほ ど(61歳 以上46%<<41～60歳57%<<40歳 以下70%),

また病状の軽いほ ど(高38%<<中61%<<軽80%)軽 快退

院率が高 く前回 と同傾向であ った。地区別では関東・信越

62%,東 海 ・北 陸62%,近 畿61%,四 国 ・中国55%,九

州55%で 関東か ら西は差がないが,関 東 ・信越,東 海 ・

北陸,近 畿>東 北42%,北 海道43%で あ り,職 業別 では

無 職46%<<自 営58%<<サ ラ リーマ ン74%で 在 院例 と逆 で

あ った。無職 で も女性55%>>男 性35%と 男性 はか な り低

率 であ った。

(c)　希望 ・事故 ・転院217例:年 齢差 はな く軽 症 は少

―13―



622 結 核　 第60巻　 第12号

ない(高18%,中17%>>軽8.5%)。 希望退院 は無 職12

%,自 営13%>サ ラ リーマ ン8%で あった。

(d)　死亡50例:60歳 以上36例(70歳 以上25例)。 結 核

死12例,非 結核死36例(肺 がん6,他 のがん8,心 不全

7,脳 血管 障害5な ど),自 殺2例 で あった。

小括:前 回に比べ在 院,手 術は減少 し,軽 快退 院,死

亡は増加 した。在院例 の入院時の病状は高齢,菌(+),低

換気,有 合併症が退院例 より高率であ った。在院率 は東

北,北 海道 は他地区 より高 く,軽 快退院 はこの逆であ っ

た。菌(-)・空(+)での軽快退院が前回 より増加 し,退院 まで

の菌の持続期間 も短縮 したが,6カ 月以上(-)例が33%あ

った。死亡例 の72%は 非結核死で あった。

考 案

昭和45年 と同 じ調 査を10年 後に行な った。国立療 養所

全体の趨勢を知 るためには,参 加施設が多 く,症 例数に

施 設間差のない ことが望ま しい。 この点を考慮 して前回

は1日 平均呼吸器系患者 数によって施設を大(801名 以 上),

中(401～800名),小(400名 以下)に 分 けてその比較 も

行な った。前回の70施 設848例 に対 し,今 回 は症 例 募 集

期間を前回の2倍 に したために54施 設1,541例 と な り,

症例数の施設間差 は一層拡大 した と思われ るが(101例

以上2施 設276例,51～100例6施 設415例,1～50例46

施設850例),今 回 は患者発生率が西高東低 とい うことも

あるので,前 回の大 ・中 ・小 にか えて地区別の比較を行

なってみた。国立療 養所全体の平 均値 とは別に,入 院 した

患者全体の実態 を探 ることもまた意義深 いことであろう。

前回の報告1)に 載 っていない数値 を今回 との比較のため

にい くつか補充 した。

前 回に比べて最 も異な った点 は化学療法の強力化 と対

象例 の高齢化 であ り,実 態 の変遷 はすべて この2点 を軸

に展 開されていたとみるこ とがで きよ う。

95%がINHとRFPを 含んだ方式で治療 を始 め られ

るよ うになった ことは喜 ば しい。RFPを 含 まない治療

例 には肝硬変 の合併 などの他塗 抹(-)・空洞(-)の軽症例 が

半数 を占めてい るが,軽 症例で も見解通 りの化療方式が

望 まれ る。INH・RFPを 含んだ方式に よって菌陰性

化 は初回耐性,合 併症の有無 にかかわらず早 期に,且 つ確

実 になった。副作用 によるRFP中 止 は7%で あったが,

ア レルギー性 の副作用 に対 して減感作 を試 み るとか,肝

障害に対 して注意深 く再使用を してみ るとか,RFP使

用 に向 けての執拗 さが もう少 し要求 され る。

見解の標準方式 はいわ ゆる短期治療で ある。見解発表

の昭和55年 に行 な った今回の調査で は見解 の完全実施

は望めず,見 解に示 された期間内の化療終了10%,RF

P終 了32%は む しろ予想以上 とい うべ きであ ろうか。表

4に は載せ ていないが,入 院時塗抹(-)・空洞(-)例の9カ 月

以後12カ 月 まで の間 に化療終了 が30例,RFP終 了 が32

例 あったこ とか ら推量す るに,塗 抹(+)または空洞(+)例の

中に も1年 以後 間 もな く終了 した例 が相 当数 あったで あ

ろ う。少 な くとも予 防法 申請 許可 が6カ 月単位 なので1

年半 とい う例は多か ったに違いない。

年配者の増加に よって合併症を もった例が増加 し(61

歳以上で は41%,有 合併症例 の51%),非 結核死 亡 が増

えた ことは今後の結核治療体 制の重 要な課題 となろ う。

(72%は61歳 以上,72%は 非 結核死)。

在院例 には高齢,有 合併症が退院例 より多 く,軽 快退

院 はこの逆で あった。在院例の中で も無職の男性(全 例

の15%)の 在院率 は34%と 最高で あ り社会的,家 庭的背

景の関与 を感 じさせ る。サ ラ リーマ ンは自営業,無 職 よ

り軽症が多 く軽快退院が高率で あった。地区別の年 齢,

入院時病状 に大 きな差 はなか ったが,北 海道,東 北で は

他地区 よ り在院率 が高か った。寒冷地 とい うことと何か

関係 があるので あろうか。

軽快退院 には退院時 に3カ 月以上塗抹,培 養 ともに陰

性 だが空洞 の残存 していた菌(-)・空洞(+)例が前回 よ り著

明に増加 し,菌(-)・ 空洞(-)例が減少 した。 この ことはX

線所見 よ り菌経過重視 の表れ とみることがで きよ う。 し

か し,退 院まで の菌の期 間は前回 よ り短縮 したとはいえ,

半数以上 は6カ 月以上で あ り,在 院例 に も長期間(-)持続

例 が多い。同 じ菌(-)でも1次 薬 による(-)とINH・RF

Pに よ る(-)では,予 後 に対す る信頼度 に格段 の差がある。

在 院期間短縮 への余地 がなお大き く残 されている と言 え

よ う。更に化学療法 の飛躍 に もかかわ らず入院例 の病状

は10年 前 と変 りがな く,軽 症例 の入院が減少 していない。

在 院期間の短縮 とともに感染 性のない軽症例 の外 来治療

も今後の課題であ ろう。

結 論

昭和55年 に初回治療入院患者の実態調 査を施行 し,昭

和45年 の調査成績 と比較 しなが ら検討 した。

1.　対象例の入院時の病状は10年 前 と変 りがな く,高

齢化 が著明で あった。

2. INHとRFPを 含んだ化学療法 が普及し,菌陰性

化 は早 くなったが,化 学療法期間 は日本結核病学会治療

専門委員会 の標準方式よ り長期の例が多か った。

3.　軽快退院 の時期 が早 ま り,12カ 月後の在院例 が減

少 した。

4.　外 科療法 は稀 であ った。

5.　高齢 化に伴 い合併症 を もった例 が増加 し,そ のた

めの死亡例 が増加 した。

6.　地区間で入院時病状,治 療に大 きな差 はなか った

が,北 海道,東 北地区では在院率が他地区 より高かった。

多数の施設か ら沢山の症例提供が あり,面 倒 な調査 に

ご協力 下さった諸先生 に心か らの敬意 と感謝 を申 しあげ
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ます。

付記;本 調 査は第57回 日本結核 病学会総会,第37回 国

立病院療 養所総 合医学会 において中間発表 を行 なった。
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